
宇治都市計画地区計画の変更（久御山町決定）

都市計画 久御山町佐山地区地区計画を次のように変更する。

名 称 久御山町佐山地区地区計画

位 置 久御山町佐山西ノ口の一部

面 積 約６．０ｈａ

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

地区計画の目標

当地区は、町の都市計画マスタープランにおいて、広域連携幹線道路

及び地域生活幹線道路と位置付けられている第二京阪道路及び府道宇

治淀線が交差する地域で、周辺部は市街化が進み、東側は住宅、西側は

工業を中心とする市街地が形成され、西側の地区界に接して久御山南イ

ンターチェンジが開設され広域交通の利便性が高まっている地域であ

る。

当地区は、都市計画マスタープランにおいて、医療・福祉・交流エリ

アと位置づけられており、今後、さらに進む高齢社会に向け、地域に不

足する総合医療施設を誘導することで、地域住民の福祉に寄与し、併せ

て広域交通の利便性の高さを活かした適正な土地利用計画と公共施設

の整備改善により、良好な環境保全と市街地環境の形成を図るものであ

る。

土地利用の方針

久御山町南部の交通の利便性の要衝として、周辺地域の環境に配慮す

るとともに、医療施設を中心とした良好な市街地環境の保全と形成を図

るべく、土地利用の方針を次のように定める。

地区施設、医療施設、児童福祉施設及び各施設の関連施設を適切に配

置し、広域交通の利便性の高さを活かし周辺環境に配慮した土地利用並

びに調和のとれた良好な市街地形成と都市機能の向上を図る。

地区施設の整備

の方針

区画道路を適切に配置し、医療施設利用者や周辺居住者の安全で快適

な空間の創出を図る。

建築物等の整備

の方針

建築物の用途の混在化などによる環境の悪化を防止し、総合医療施設

としてふさわしい建築物及び広域交通の利便性の高さを活かした建築

物の誘導を図るとともに、建築物等の用途の制限及び高さの最高限度を

定め、良好な市街地環境の形成を図る。



地
区
整
備
計
画

地区整備計画の

区域の面積
約６．０ｈａ

地区施設の配置

及び規模

道路

区画道路 幅員 6.5ｍ 延長約 130ｍ

地

区

の

区

分

名 称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区

面 積 約３．９ｈ ａ 約０．２ｈ ａ 約０．５ｈ ａ 約１．４ｈ ａ

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物等の

用途の制限

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 病院

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 児童福祉施

設

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 店舗、飲食

店その他これ

らに類する用

途に供するも

ののうち建築

基準法施行令

第130条の５

の３に定める

もので、その

用途に供する

部分の床面積

の 合 計 が

3,000㎡以内

のもの。

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 住宅（本項

の規定の施行

又は適用の

際、現に当地

区計画区域内

に土地を所有

する者の自己

用の住宅に限

る。ただし、

周辺環境を考

慮し一団を形

成すること。）

２ 事務所（医

療、保健衛生、

福祉又は防災

に関する技術

向上、普及啓

発又は研究を

主たる目的と

するものに限

る。）



「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり」

地
区
整
備
計
画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物等の

用途の制限

３ 老人ホー

ム、保育所、

身体障害者福

祉ホームその

他これらに類

するもの

４ 老人福祉セ

ンター、児童

厚生施設その

他これらに類

するもの

５ 介護老人保

健施設、介護

老人福祉施設

６ 健康維持・

増進を目的と

したフィット

ネスクラブ、

スポーツクラ

ブその他これ

らに類するも

の

７ 前各号に掲

げる建築物に

附属する建築

物

建築物の高

さの最高限

度

建築物の高さ

の最高限度は３

１ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。
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理 由 書

当地区は、地域に不足する総合医療施設を誘導することで、地域住民の福祉に寄

与し、併せて広域交通の利便性の高さを活かした適正な土地利用計画と公共施設の

整備改善により、良好な環境保全と市街地環境の形成を図るため、平成 25 年 10 月

に地区計画を決定し、更に平成 27 年 11 月に不良な街区の環境の形成を防止するた

め、建築物等に関する規制・誘導をする地区計画の変更を行い、医療施設の充実を

図るとともに、周辺の居住環境と調和のとれた良好な市街地形成と都市機能の向上

を図ってきた。

本案は、平成 29 年に久御山町都市計画マスタープランが変更となり、当地区が医

療・福祉・交流エリアと位置付けられたこと及び令和元年に当地区の区画整理事業

が完了し、医療福祉が連携した面的整備が進みつつあることを踏まえ、地域の現状

を反映するとともに、地区の区分を変更することにより、さらなる医療施設の立地・

誘導を図るため、地区計画を変更するものである。



地区計画書 新旧対照表

新 旧

名 称 久御山町佐山地区地区計画

位 置 久御山町佐山西ノ口の一部

面 積 約６．０ｈａ

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

地区計画の目標

当地区は、町の都市計画マスタープランにおいて、広域連携幹線道路

及び地域生活幹線道路と位置付けられている第二京阪道路及び府道宇

治淀線が交差する地域で、周辺部は市街化が進み、東側は住宅、西側は

工業を中心とする市街地が形成され、西側の地区界に接して久御山南イ

ンターチェンジが開設され広域交通の利便性が高まっている地域であ

る。

当地区は、都市計画マスタープランにおいて、医療・福祉・交流エリ

アと位置づけられており、今後、さらに進む高齢社会に向け、地域に不

足する総合医療施設を誘導することで、地域住民の福祉に寄与し、併せ

て広域交通の利便性の高さを活かした適正な土地利用計画と公共施設

の整備改善により、良好な環境保全と市街地環境の形成を図るものであ

る。

土地利用の方針

久御山町南部の交通の利便性の要衝として、周辺地域の環境に配慮す

るとともに、医療施設を中心とした良好な市街地環境の保全と形成を図

るべく、土地利用の方針を次のように定める。

地区施設、医療施設、児童福祉施設及び各施設の関連施設を適切に配

置し、広域交通の利便性の高さを活かし周辺環境に配慮した土地利用並

びに調和のとれた良好な市街地形成と都市機能の向上を図る。

地区施設の整備

の方針

区画道路を適切に配置し、医療施設利用者や周辺居住者の安全で快適

な空間の創出を図る。

建築物等の整備

の方針

建築物の用途の混在化などによる環境の悪化を防止し、総合医療施設

としてふさわしい建築物及び広域交通の利便性の高さを活かした建築

物の誘導を図るとともに、建築物等の用途の制限及び高さの最高限度を

定め、良好な市街地環境の形成を図る。

名 称 久御山町佐山地区地区計画

位 置 久御山町佐山西ノ口・美ノケ薮、下津屋上ノ浜の各一部

面 積 約６．０ｈａ

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

地区計画の目標

当地区は、町の都市計画マスタープランにおいて、広域連携幹線道路

及び地域生活幹線道路と位置付けられている第二京阪道路及び府道宇

治淀線が交差する地域で、周辺部は市街化が進み、東側は住宅、西側は

工業を中心とする市街地が形成され、西側の地区界に接して久御山南イ

ンターチェンジが開設され広域交通の利便性が高まっている地域であ

る。

当地区は、都市計画マスタープランにおいて、土地利用促進ゾーンと

位置づけられており、今後、さらに進む高齢社会に向け、地域に不足す

る総合医療施設を誘導することで、地域住民の福祉に寄与し、併せて広

域交通の利便性の高さを活かした適正な土地利用計画と公共施設の整

備改善により、良好な環境保全と市街地環境の形成を図るものである。

土地利用の方針

久御山町南部の交通の利便性の要衝として、周辺地域の環境に配慮す

るとともに、医療施設を中心とした良好な市街地環境の保全と形成を図

るべく、土地利用の方針を次のように定める。

地区施設、医療施設、児童福祉施設及び各施設の関連施設を適切に配

置し、広域交通の利便性の高さを活かし周辺環境に配慮した土地利用並

びに調和のとれた良好な市街地形成と都市機能の向上を図る。

地区施設の整備

の方針

区画道路を適切に配置し、医療施設利用者や周辺居住者の安全で快適

な空間の創出を図る。

建築物等の整備

の方針

建築物の用途の混在化などによる環境の悪化を防止し、総合医療施設

としてふさわしい建築物及び広域交通の利便性の高さを活かした建築

物の誘導を図るとともに、建築物等の用途の制限及び高さの最高限度を

定め、良好な市街地環境の形成を図る。



地
区
整
備
計
画

地区整備計画の

区域の面積
約６．０ｈａ

地区施設の配置

及び規模

道路

区画道路 幅員 6.5ｍ 延長約 130ｍ

地

区

の

区

分

名 称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区

面 積 約３．９ｈ ａ 約０．２ｈ ａ 約０．５ｈ ａ 約１．４ｈ ａ

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物等の

用途の制限

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 病院

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 児童福祉施

設

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 店舗、飲食

店その他これ

らに類する用

途に供するも

ののうち建築

基準法施行令

第130条の５

の３に定める

もので、その

用途に供する

部分の床面積

の 合 計 が

3,000㎡以内

のもの。

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 住宅（本項

の規定の施行

又は適用の

際、現に当地

区計画区域内

に土地を所有

する者の自己

用の住宅に限

る。ただし、

周辺環境を考

慮し一団を形

成すること。）

２ 事務所（医

療、保健衛生、

福祉又は防災

に関する技術

向上、普及啓

発又は研究を

主たる目的と

するものに限

る。）

地
区
整
備
計
画

地区整備計画の

区域の面積
約６．０ｈａ

地区施設の配置

及び規模

道路

区画道路 幅員 6.5ｍ 延長約 130ｍ

地

区

の

区

分

名 称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区

面 積 約２．６ｈ ａ 約０．２ｈ ａ 約０．５ｈ ａ 約２．７ｈ ａ

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物等の

用途の制限

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 病院

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 児童福祉施

設

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 店舗、飲食

店その他これ

らに類する用

途に供するも

ののうち建築

基準法施行令

第130条の５

の３に定める

もので、その

用途に供する

部分の床面積

の 合 計 が

3,000㎡以内

のもの。

２ 前号に掲げ

る建築物に附

属する建築物

次の各号に揚

げる建築物以外

の建築物は、建

築してはならな

い。

１ 住宅（本項

の規定の施行

又は適用の

際、現に当地

区計画区域内

に土地を所有

する者の自己

用の住宅に限

る。ただし、

周辺環境を考

慮し一団を形

成すること。）

２ 事務所（医

療、保健衛生、

福祉又は防災

に関する技術

向上、普及啓

発又は研究を

主たる目的と

するものに限

る。）



「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり」 「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり」

地
区
整
備
計
画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物等の

用途の制限

３ 老人ホー

ム、保育所、

身体障害者福

祉ホームその

他これらに類

するもの

４ 老人福祉セ

ンター、児童

厚生施設その

他これらに類

するもの

５ 介護老人保

健施設、介護

老人福祉施設

６ 健康維持・

増進を目的と

したフィット

ネスクラブ、

スポーツクラ

ブその他これ

らに類するも

の

７ 前各号に掲

げる建築物に

附属する建築

物

建築物の高

さの最高限

度

建築物の高さ

の最高限度は３

１ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。

地
区
整
備
計
画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物等の

用途の制限

３ 老人ホー

ム、保育所、

身体障害者福

祉ホームその

他これらに類

するもの

４ 老人福祉セ

ンター、児童

厚生施設その

他これらに類

するもの

５ 介護老人保

健施設、介護

老人福祉施設

６ 健康維持・

増進を目的と

したフィット

ネスクラブ、

スポーツクラ

ブその他これ

らに類するも

の

７ 前各号に掲

げる建築物に

附属する建築

物

建築物の高

さの最高限

度

建築物の高さ

の最高限度は３

１ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。

建築物の高さ

の最高限度は２

０ｍとする。



計画図　新旧対照

新 旧

変更区域

地区計画区域

地区整備計画区域

地区施設

凡　　例

地区計画区域

地区整備計画区域

地区施設

凡　　例

Ａ地区

Ｃ地区

Ｄ地区

Ｂ地区

道路界

道路界
水路界

道
路
界

道
路
界

地
番
界

道路界

道
路
界

道
路
界

道
路
界

道路界

道路界

Ａ地区

Ｃ地区

Ｄ地区

Ｂ地区

Ａ地区
地
番
界

道路界

道路界
水路界

道
路
界

道
路
界

地
番
界

道路界

Ａ地区

道
路
界

道
路
界

道
路
界

道路界

道路界


